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本事例における留意点

その他有価証券として区分保有された上場株式の価額下落リスクを軽減するために、その上

場株式と同一銘柄の信用売取引をヘッジ目的で行った場合、その他有価証券を時価評価する時

価ヘッジ処理の適用ができる。

事 例

当社（６月決算）は、取引先であるＡ社（上場会社）の株式を10,000株（帳簿価額

10,000,000円）をその他有価証券として区分保有しておりますが、そのＡ社株式の価額下落

リスクをヘッジする目的で、３月18日に、証券会社を通じてＡ社株式を信用取引で10,000株

を2,000円で売り建てしました。

また、Ａ社株式は上場株式であることから、Ａ社株式を時価評価することにより、信用売取

引の評価損益と相殺する時価ヘッジ処理を適用することとしました。

なお、期末のＡ社株式の時価は2,500円でした。

【当社における平成25年６月期の会計処理】

信用取引みなし決済損 5,000,000円 ／ 信用取引未払金 5,000,000円

Ａ社株式 15,000,000円 ／ 時価ヘッジ利益 5,000,000円

／ 繰延税金負債 4,000,000円

／ その他有価証券評価差額 6,000,000円
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Ⅰ 本事例における法令等の検討

１ 時価ヘッジ処理による利益額又は損

失額の計上

内国法人が、売買目的外有価証券（法人

税法第61条の３第１項第２号 売買目的

有価証券の評価益又は評価損の益金又は損

金算入等 の売買目的外有価証券をいいま

す。）の価額の変動（期末時換算法により

円換算する償還期限及び償還金額の定めの

ある外貨建ての売買目的外有価証券の外国

為替の売買相場の変動に基因する変動を除

きます。）により生ずるおそれのある損失

の額（へッジ対象有価証券損失額）を減少

させるためにデリバティブ取引等を行った

場合（その売買目的外有価証券を期末時

（デリバティブ取引等を事業年度終了の時

までに決済していない場合）若しくは決済

時（デリバティブ取引等を決済した場合）

の時価により評価し又は期末時若しくは決

済時の外国為替の売買相場により円換算す

る旨等を帳簿書類に記載した場合に限りま

す。）で、そのデリバティブ取引等がその

ヘッジ対象有価証券損失額を減少させるた

めに有効であると認められるときは、その

売買目的外有価証券の時価と帳簿価額との

差額のうちデリバティブ取引等の利益額又

は損失額に対応する部分の金額は、損金の

額又は益金の額に算入されます（法法61

の７①)。

なお、時価へッジ処理の適用を受けるヘ

ッジ取引の対象となるのは売買目的外有価

証券に限られています（法法61の７)。

２ 時価へッジ処理の適用を受けるヘッ

ジ取引の対象

時価へッジ処理の適用を受けるヘッジ取

引の手段となるのは、法人税法第16条の

６第４項に規定する次の取引とされていま

す（法法61の７)。

① デリバティブ取引

② 有価証券の空売り、信用取引及び発

行日取引

③ 期末時換算法により円換算する外貨

建資産等を取得し又は発生させる取引

３ 時価へッジ処理の適用を受けるため

の帳簿書類への記載要件

時価へッジ処理の適用を受けようとする

場合にはデリバティブ取引等を行った日に

おいて、へッジ対象有価証券損失額を減少

させようとする売買目的外有価証券の帳簿

価額を期末時若しくは決済時の時価で評価

し又は外国為替の売買相場により円換算を

した金額とする旨、その売買目的外有価証

券及びデリバティブ取引等の種類、名称、

金額、へッジ対象有価証券損失額を減少さ

せようとする期間その他参 となるべき事

項をへッジ対象有価証券損失額を減少させ

ようとする売買目的外有価証券の取得又は

デリバティブ取引等の契約の締結等に関す

る帳簿書類に記載することが要件とされて

います（法規27の９①②)。

４ 時価へッジ処理における有効性判定

売買目的外有価証券の時価と帳簿価額と

の差額のうち、デリバティブ取引等の利益

額又は損失額に対応する部分の金額の損金

の額又は益金の額への算入は、デリバティ

ブ取引等がへッジ対象有価証券損失額を減
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少させるために有効であると認められると

きに行うこととなりますが、この有効であ

るか否かの判定（有効性判定）は、期末時

及び決済時において、その期末時又は決済

時のデリバティブ取引等の利益額又は損失

額とへッジ対象有価証券評価差額とを比較

する方法により行うこととされています

（法令121の７①)。

このヘッジ対象有価証券評価差額とは、

売買目的外有価証券のデリバティブ取引等

を行った時の価額と期末時又は決済時の価

額との差額（金利の変動、外国為替の売買

相場の変動等の特定事由による売買目的外

有価証券の価額の変動に伴って生ずるおそ

れのある損失の額のみを減少させる目的で

デリバティブ取引等を行い、かつ、そのデ

リバティブ取引等を行った日にその旨を帳

簿書類に記載した場合（特定事由へッジの

場合）には、その特定事由に係る部分の差

額）をいうものとされています（法令121

の７②)。

５ 時価へッジにおけるヘッジが有効で

あると認められる場合

デリバティブ取引等がへッジ対象有価証

券損失額を減少させるために有効であると

認められる場合とは、デリバティブ取引等

を行った時から当該事業年度終了の時まで

の間のいずれかの有効性判定において、次

の割合がおおむね100分の80から100分

の125までとなっている場合とされていま

す（法令121の８)。

① 売買目的外有価証券のデリバティブ

取引等を行った時の価額（特定事由へ

ッジの場合には、特定事由に係る部分

の額）が期末時又は決済時の価額（特

定事由へッジの場合には、特定事由に

係る部分の額）を超える場合 デリバ

ティブ取引等の利益額をその超える部

分の金額で除した割合

② 売買目的外有価証券の期末時又は決

済時の価額（特定事由へッジの場合に

は、特定事由に係る部分の額）がデリ

バティブ取引等を行った時の価額（特

定事由へッジの場合には、特定事由に

係る部分の額）を超える場合 デリバ

ティブ取引等の損失額をその超える部

分の金額で除した割合

６ 売買目的外有価証券の含み損益のう

ちデリバティブ取引等の利益額又は損

失額に対応する部分の金額

時価へッジ処理により利益の額又は損失

の額に算入する金額は、当該事業年度開始

の日前にデリバティブ取引等を決済してい

ない場合には次の金額となり、同日前にデ

リバティブ取引等を決済している場合には

ないものとされています（法令121の９)。

① 期末時の有効性判定において、上記

５①又は②の割合がおおむね100分の

80から100分の125までとなってい

る場合 上記５①又は②の超える部分

の金額

② 期末時の有効性判定において、上記

５①又は②の割合がおおむね100分の

80から100分の125までとなってい

ない場合及び当該事業年度にデリバテ

ィブ取引等の決済（当該事業年度に売

買目的外有価証券の譲渡をしている場

合のデリバティブ取引等の決済を除き

ます。）をしている場合 上記５①又

は②の割合がおおむね100分の80か
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ら100分の125までとなっていた当該

事業年度終了の時の直近の有効性判定

における上記５①又は②の超える部分

の金額

なお、この当該事業年度終了の時の直近

の有効性判定には、デリバティブ取引等の

決済の時の有効性判定も含まれることにな

ります。

７ 時価へッジ処理における時価評価差

額の翌事業年度の処理等

当該事業年度（デリバティブ取引等の決

済をした日の属する事業年度を除きます。）

の損金の額又は益金の額に算入した、上記

６①又は②の金額は、翌事業年度の益金の

額又は損金の額に算入し、洗替処理を行う

こととされています（法令121の11)。

Ⅱ 本事例における取扱いの検討

Ａ社株式の信用売取引はヘッジ処理

が認められるか

⑴ デリバティブ取引等がヘッジ目的で行

われているか

貴社はその他有価証券として区分保有

するＡ社株式の価額下落による損失の額

を減少させるために、デリバティブ取引

等である信用取引を行っていることから、

資産の価額の変動に伴い生ずるおそれの

ある損失を減少させるために取引を行っ

たものに該当することから、ヘッジ目的

であると認められます。

なお、その他有価証券に区分されたＡ

社株式は売買目的有価証券に該当しませ

ん。

⑵ 帳簿書類への記載要件

貴社の保有するＡ社株式は、資産の価

額の変動に伴い損失の生じるおそれがあ

ることから、信用取引の売り建てはヘッ

ジ手段となります。そうすると、ヘッジ

手段である信用取引を行った日に、ヘッ

ジ対象有価証券損失額を減少させようと

する売買目的外有価証券の帳簿価額を期

末時（デリバティブ取引等の決済をして

いない場合）若しくは決済時（デリバテ

ィブ取引等を決済した場合）の時価で評

価する旨、その売買目的外有価証券及び

ヘッジ手段となるデリバティブ取引等の

種類、名称、金額、ヘッジ対象有価証券

損失額を減少させようとする期間その他

参 となるべき事項をヘッジ対象有価証

券損失額を減少させようとする売買目的

外有価証券の取得又はデリバティブ取引

等に係る契約の締結に関する帳簿書類に

記載する必要があります（法規27の９

①②)。

⑶ 時価ヘッジ処理における有効性判定

貴社が、ヘッジ手段である信用取引を

行った時（３月18日）から期末時（６

月末日）までのヘッジ対象である「Ａ社

株式の価額の変動額」とヘッジ手段であ

る「信用取引の時価等に係る変動額」の

割合が80％から125％の間にあれば、

そのヘッジ手段は有効である（法令121

の２）ことから、Ａ社株式の含み損益の

うちその信用取引のみなし決済損益額に

対応する部分の金額を利益の額又は損失

の額に計上することになります（法法

61の７①)。

ヘッジ対象であるＡ社株式（10,000

Ⅱ
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株）の３月18日の時価2,000円と期末

時の時価2,500円との差額は5,000,000

円となり、上記Ⅰ５②に該当します。

また、ヘッジ手段である信用売取引は、

Ａ社株式の売約定価格である2,000円と

期末時の時価2,500円との差額▲ 500円

に10,000株を乗じて計算された▲

5,000,000円となります。

手数料等は省略しております。

したがって、貴社の場合、ヘッジ対象

であるＡ社株式の価額の変動額が

5,000,000円であり、ヘッジ手段である

Ａ社株式の信用売取引の時価等の変動額

が▲ 5,000,000円であることから、上記

Ⅰ５ ② の と お り、▲ 5,000,000円/

5,000,000円＝1.00となり、決算期末で

ある６月末日のヘッジの有効性割合は

100％になります。

したがって、ヘッジ対象であるＡ社株

式につき、時価ヘッジの有効であると認

め ら れ る 部 分 の 金 額 に 相 当 す る

5,000,000円を計上することになります。

【概要図】

(12) 国 税 速 報平成25年７月29日 第6274号 第３種郵便物認可

ＰＤＦデータ名：QKS B4352 20691 ( 0012 ) 作成日時：13.07.24 13:17
コメント ：6274 号 p 08 -16 法人税実務事例

1 S ERV6 : ¥KOKUZ E I ¥HENKAN¥DATA1305 ¥QKB4352 A

Kozue.Igarashi
テキストボックス

Kozue.Igarashi
テキストボックス



（貴社）

【平成25年６月期の会計処理】

信用取引みなし決済損 5,000,000円 ／ 信用取引未払金 5,000,000円

Ａ社株式 15,000,000円 ／ 時価ヘッジ利益 5,000,000円

╱ 繰延税金負債 4,000,000円

╱ その他有価証券評価差額 6,000,000円

【平成25年６月期の税務処理】

信用取引みなし決済損 5,000,000円 ╱ 信用取引未払金 5,000,000円

Ａ社株式 5,000,000円 ╱ 時価ヘッジ利益 5,000,000円

【税務修正】

繰延税金負債 4,000,000円 ╱ Ａ社株式 10,000,000円

その他有価証券評価差額 6,000,000円 ╱

貴社の申告調整>

【別表５⑴】

Ａ社株式の会計上の帳簿価額25,000,000円と別表５⑴の▲ 10,000,000円の合計金額

15,000,000円が税務上の帳簿価額（取得価額10,000,000円＋時価評価益5,000,000円）に

一致します。
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〔参 考〕

貴社がＡ社株式につき、取得価額と期末時価との差額のすべてを利益に計上した場合の取

扱いを記載しておきます。なお、時価ヘッジ処理の有効性割合の判定は適正に行われ、有効

性割合が100％であることを確認したことを前提にしております。

（貴社）

【平成25年６月期の会計処理】

信用取引みなし決済損 5,000,000円 ／ 信用取引未払金 5,000,000円

Ａ社株式 15,000,000円 ／ 時価ヘッジ利益 15,000,000円

【平成25年６月期の税務処理】

信用取引みなし決済損 5,000,000円 ／ 信用取引未払金 5,000,000円

Ａ社株式 5,000,000円 ／ 時価ヘッジ利益 5,000,000円

【税務修正】

時価ヘッジ利益 10,000,000円 ／ Ａ社株式 10,000,000円
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貴社の申告調整>

【別表４】

【別表５⑴】

Ａ社株式の会計上の帳簿価額25,000,000円と別表５⑴の▲ 10,000,000円の合計金額

15,000,000円が税務上の帳簿価額（取得価額10,000,000円＋時価評価益5,000,000円）

に一致します。

（了)
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